
○美郷町空き家等活用移住定住促進事業補助金交付要綱 

令和２年３月31日告示第36号 

改正 

令和３年３月16日告示第26号 

令和５年３月24日告示第43号 

美郷町空き家等活用移住定住促進事業補助金交付要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、空き家や空き地を活用した宅地分譲、分譲住宅又

は民間賃貸住宅の整備を行う法人等に対し、予算の範囲内において補

助金を交付することについて、美郷町補助金等の適正化に関する規則

（平成16年美郷町規則第43号）に定めるもののほか、必要な事項を定

め、町内の空き家や空き地の解消、町への移住及び定住化を促進し、

もって地域活性化に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に

定めるところによる。 

(１) 空き家 美郷町空き家等の適正管理に関する条例施行規則（平

成23年美郷町規則第22号）第２条第２号に規定する空き家等の適正

管理台帳に登録されている空き家又は美郷町空き家等情報登録制度

要綱（平成18年美郷町告示第９号）第４条第２項に規定する美郷町

空き家等情報台帳に登録されている空き家で補助対象者が所有する

ものをいう。 

(２) 空き地 町内に存する現況地目が宅地の空き地又は宅地と連担

して活用する雑種地で補助対象者が所有するものをいう。 

(３) 宅地分譲 空き家の土地又は空き地に一戸建て住宅を建設する

用地として第三者に販売提供する目的で行うものをいう。 

(４) 分譲住宅 販売を目的として空き家の土地又は空き地に建設さ

れた居住の用に供する住宅をいい、建築基準法（昭和25年法律第

201号）その他関係法令の基準に適合するものをいう。 

(５) 民間賃貸住宅 町内に新築される賃貸契約を締結して賃貸する



共同住宅又は長屋であって、次に掲げる要件を全て満たすものをい

う。 

ア 建築基準法（昭和25年法律第201号）その他関係法令の基準に

適合すること。 

イ 建設する１棟に２戸以上の賃貸住宅があること。 

ウ 各戸に玄関、便所、浴室及び台所が設置されていること。 

エ 補助対象者が個人にあっては、当該個人及び三親等以内の親族

を入居させないこと。 

オ 補助対象者が法人にあっては、当該法人の役員、役員の三親等

以内の親族を入居させないこと。 

（補助対象事業） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業は、別表第１に掲げる事業（以

下「補助対象事業」という。）とする。なお、連担している土地につ

いては、一つの補助対象事業として取り扱うものとする。ただし、過

去に本要綱に基づく補助金の交付を受けた対象の土地は、補助対象外

とする。 

（補助対象者） 

第４条 補助対象者は、次の各号に掲げる要件を全て備えている者とす

る。 

(１) 別表第１に掲げる補助対象者に該当すること。 

(２) 町税及び使用料等の滞納がないこと。 

（補助金額） 

第５条 交付する補助金の額は、別表第１に定める事業の種類に応じ、

同表に定める補助対象経費に補助率を乗じて得た額又は同表に定める

補助単価に延床面積を乗じて得た額のいずれか低い額とし、同表に定

める補助限度額を上限とする。 

２ 前項の規定により算出した額に、千円未満の端数が生じるときは、

これを切り捨てる。 

（補助金の交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）



は、事業に着手する30日前までに美郷町空き家等活用移住定住促進事

業補助金交付申請書（様式第１号）に、別表第２に定める書類を添え

て、町長に提出しなければならない。また、道路整備を行う場合は、

補助金の交付申請前に町長と協議するものとする。 

（補助金の交付決定） 

第７条 町長は、前条の規定による補助金の交付申請があったときは、

その内容を審査し、補助金の交付の可否について決定し、美郷町空き

家等活用移住定住促進事業補助金交付決定通知書（様式第２号）によ

り、申請者に通知するものとする。 

２ 工事着手については、前項の規定による交付決定後でなければなら

ない。また、工事着手前に町長へ建築基準法第６条又は同法第６条の

２に規定する確認済証の写しを提出しなければならない。 

（事業内容変更） 

第８条 補助事業者は、補助対象事業の内容を変更するときは、美郷町

空き家等活用移住定住促進事業補助金交付変更承認申請書（様式第３

号）を町長に提出しなければならない。 

２ 町長は、前項の規定による変更承認申請があったときは、その内容

を審査し、適当と認めたときは、美郷町空き家等活用移住定住促進事

業補助金交付変更承認通知書（様式第４号）により、補助事業者に通

知するものとする。 

（事業中止） 

第９条 補助事業者は、やむを得ない事由により補助事業を中止する場

合、速やかに事業中止届出書（様式第５号）を町長に提出しなければ

ならない。 

２ 町長は、前項の規定による届出があったときは、当該補助金の交付

申請及び交付決定はなかったものとみなす。 

（交付決定の取消等） 

第10条 補助事業者が、次の各号のいずれかに該当するときは、補助金

の額の全部若しくは一部を取り消し、又は変更することができる。 

(１) 法令若しくは本要綱の各事項に違反したとき。 



(２) 補助金を補助事業以外の用途に使用したとき。 

(３) その他町長が不適当と認めたとき。 

（実績報告） 

第11条 補助事業者は、補助事業が完了したときは、その日から起算し

て30日を経過した日又は当該補助事業が完了した日の属する年度の３

月31日のいずれか早い日までに、美郷町空き家等活用移住定住促進事

業補助金実績報告書（様式第６号）に、事業の種類に応じ、別表第３

に定める書類を添えて町長に報告しなければならない。 

（確定及び通知） 

第12条 町長は、前条の規定による実績報告書を受理したときは、その

内容を精査し、補助金の交付決定の内容及びこれに付した条件に適合

すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、美郷町空き家

等活用移住定住促進事業補助金確定通知書（様式第７号）により補助

事業者に通知するものとする。 

（請求及び交付） 

第13条 補助事業者は、前条の規定により補助金額の確定通知を受けた

ときは、速やかに美郷町空き家等活用移住定住促進事業補助金請求書

（様式第８号）を町長に提出するものとする。 

２ 町長は、補助事業者から前項の請求があったときは、速やかに補助

金を支払うものとする。 

（重複交付の取扱い） 

第14条 補助事業者が当該補助事業について、国、県又は町等の他の補

助金の交付を受ける場合は、別表第１に定める補助対象経費から国、

県又は町等の他の補助金にかかる対象経費を控除するものとする。 

（状況報告） 

第15条 補助事業者は、次の各号のいずれかに該当するときは、事業完

了後の経過状況を町長に報告しなければならない。 

(１) 別表第１に掲げる宅地分譲整備事業完了後、一戸建て住宅が建

設されたとき。 

(２) 別表第１に掲げる分譲住宅建設事業完了後、分譲住宅が売却さ



れたとき。 

(３) 別表第１に掲げる民間賃貸住宅建設事業完了後、賃貸住宅とし

て活用されなくなったとき。 

（補助金の返還等） 

第16条 次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付決定の全

部又は一部を取消し、既に支給された補助金があるときは、その返還

を命ずるものとする。 

(１) 虚偽その他不正な行為により補助金の交付を受けたとき。 

(２) 別表第１に掲げる宅地分譲整備事業完了後、３年以内に一戸建

て住宅が建設されないとき。 

(３) 別表第１に掲げる分譲住宅建設事業完了後、３年以内に分譲住

宅が売却されないとき。 

(４) 別表第１に掲げる民間賃貸住宅建設事業完了後、10年以内に賃

貸住宅として活用されなくなったとき。 

(５) その他町長が不適当と認めたとき。 

２ 町長は、前項第１号から第３号までの規定により、補助金の返還を

求めるときは、既に交付された補助金の全額の返還を命ずるものとす

る。 

３ 町長は、第１項第４号の規定により、補助金の返還を求めるときは、

別表第４に掲げる金額の返還を求めるものとする。 

４ 町長は、第１項の規定により補助金の返還を命じた者のうち、死亡、

疾病その他やむを得ない事由により補助金を返還することが困難と認

められる者について、支給した補助金の全部又は一部の返還を免除す

ることができる。 

（その他） 

第17条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の実施に関し必要な事

項は、町長が別に定める。 

附 則 

この告示は、令和２年４月１日から施行する。ただし、第15条及び第

16条の規定を除き、令和６年３月31日限りでその効力を失う。 



附 則（令和３年３月16日告示第26号） 

この告示は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和５年３月24日告示第43号） 

この告示は、令和５年４月１日から施行する。 

別表第１（第３条、第４条、第５条関係） 

補助対象

事業 

補助対象

者 

事業内

容 

補助対

象経費 

補助

率 

補助

単価 

補助限

度額 

(１ ) 宅

地 分 譲

整 備 事

業 （ 空

き 家 活

用型） 

宅地建物

取引業法

（昭和 27

年法律第

176号）第

２条第３

号に規定

する宅地

建物取引

業を営む

法人。た

だし、１

区画の宅

地分譲整

備を行う

場合は、

法人とす

る。 

空 き 家

を 解 体

し 、 宅

地 分 譲

の 整 備

を 行 う

事業 

空 き 家

解 体

費 、 宅

地 整 備

費 、 道

路 整 備

費 。 た

だ し 、

登 記 関

係 費 は

除く。 

２ 分

の１ 

－ 50万円

／棟 

(２ ) 分

譲 住 宅

建 設 事

宅地建物

取引業法

（昭和 27

空 き 家

を 解 体

し 、 分

空 き 家

解 体

費 、 宅

２ 分

の１ 

－ 50万円

／棟 



業 （ 空

き 家 活

用型） 

年法律第

176号）第

２条第３

号に規定

する宅地

建物取引

業を営む

法人。た

だし、１

区画の分

譲住宅整

備を行う

場合は、

法人とす

る。 

譲 住 宅

の 建 設

を 行 う

事業 

地 整 備

費 、 道

路 整 備

費 。 た

だ し 、

登 記 関

係 費 は

除く。 

分 譲 住

宅 建 設

費 。 た

だ し 、

登 記 関

係 費 は

除く。 

20 分

の１ 

7,50

0 円

／㎡ 

100 万

円／棟 

(３ ) 分

譲 住 宅

建 設 事

業 （ 空

き 地 活

用型） 

宅地建物

取引業法

（昭和 27

年法律第

176号）第

２条第３

号に規定

する宅地

建物取引

業を営む

法人。た

だし、１

区画の分

空 き 地

を 整 備

し 、 分

譲 住 宅

の 建 設

を 行 う

事業 

分 譲 住

宅 建 設

費 、 宅

地 整 備

費 、 道

路 整 備

費 。 た

だ し 、

登 記 関

係 費 は

除く。 

20 分

の１ 

7,50

0 円

／㎡ 

100 万

円／棟 



譲住宅整

備を行う

場合は、

法人とす

る。 

(４ ) 民

間 賃 貸

住 宅 建

設 事 業

（ 空 き

家 活 用

型） 

法人又は

個人 

空 き 家

を 解 体

し 、 賃

貸 住 宅

の 建 設

を 行 う

事業 

空 き 家

解 体

費 、 宅

地 整 備

費 、 道

路 整 備

費 。 た

だ し 、

登 記 関

係 費 は

除く。 

２ 分

の１ 

－ 50万円

／棟 

賃 貸 住

宅 建 設

費 。 た

だ し 、

登 記 関

係 費 は

除く。 

20 分

の１ 

7,50

0 円

／㎡ 

300 万

円 

(５ ) 民

間 賃 貸

住 宅 建

設 事 業

法人又は

個人 

空 き 地

を 整 備

し 、 賃

貸 住 宅

賃 貸 住

宅 建 設

費 、 宅

地 整 備

20 分

の１ 

7,50

0 円

／㎡ 

300 万

円 



（ 空 き

地 活 用

型） 

の 建 設

を 行 う

事業 

費 、 道

路 整 備

費 。 た

だ し 、

登 記 関

係 費 は

除く。 

別表第２（第６条関係） 

事業の種類 添付書類 

(１) 宅地分譲整備

事業（空き家活用

型） 

(１) 事業位置図 

(２) 土地の公図の写し 

(３) 土地の登記全部事項証明書 

(４) 空き家の登記全部事項証明書 

(５) 土地の求積図 

(６) 各区画の求積図 

(７) 現況写真 

(８) 工事見積書（申請者が施工業者の場

合は、工事費明細の分かる書類） 

(９) その他町長が必要と認める書類 

(２) 分譲住宅建設

事業 

（空き家活用型） 

（空き地活用型） 

(１) 事業位置図 

(２) 土地の公図の写し 

(３) 土地の登記全部事項証明書 

(４) 空き家の登記全部事項証明書 

(５) 土地の求積図 

(６) 各区画の求積図 

(７) 配置図 

(８) 平面図、立面図 



(９) 設備仕様書 

(10) 延床面積求積図 

(11) 現況写真 

(12) 工事見積書（申請者が施工業者の場

合は、工事費明細の分かる書類） 

(13) その他町長が必要と認める書類 

(３) 民間賃貸住宅

建設事業 

（空き家活用型） 

（空き地活用型） 

(１) 事業位置図 

(２) 土地の公図の写し 

(３) 土地の登記全部事項証明書 

(４) 空き家の登記全部事項証明書 

(５) 土地の求積図 

(６) 各区画の求積図 

(７) 配置図 

(８) 平面図、立面図 

(９) 設備仕様書 

(10)  延床面積求積図 

(11) 現況写真 

(12) 工事見積書（申請者が施工業者の場

合は、工事費明細の分かる書類） 

(13) その他町長が必要と認める書類 

別表第３（第11条関係） 

事業の種類 添付書類 

(１) 宅地分譲整備

事業（空き家活用

型） 

(１) 工事請負契約書（申請者が施工業者

の場合は、工事費の明細を証する書

類） 

(２) 工事写真及び完成写真 

(３) その他町長が必要と認める書類 



(２) 分譲住宅建設

事業 

（空き家活用型） 

（空き地活用型） 

(１) 建築基準法第７条又は同法第７条の

２に規定する検査済証の写し 

(２) 工事請負契約書（申請者が施工業者

の場合は、工事費の明細を証する書

類） 

(３) 住宅の登記全部事項証明書 

(４) 配置図 

(５) 平面図、立面図 

(６) 設備仕様書 

(７) 延床面積求積図 

(８) 工事写真及び完成写真 

(９) その他町長が必要と認める書類 

(３) 民間賃貸住宅

建設事業 

（空き家活用型） 

（空き地活用型） 

(１) 建築基準法第７条又は同法第７条の

２に規定する検査済証の写し 

(２) 工事請負契約書（申請者が施工業者

の場合は、工事費の明細を証する書

類） 

(３) 住宅の登記全部事項証明書 

(４) 配置図 

(５) 平面図、立面図 

(６) 設備仕様書 

(７)  延床面積求積図 

(８) 工事写真及び完成写真 

(９) その他町長が必要と認める書類 

別表第４（第16条関係） 

返還を求める補助金の額 

以下の式のとおり計算した額とする。 



返還費用＝補助金交付額×（１－補助事業完了日の属する月から賃

貸住宅として活用されなくなったときまでの月数÷120） 

※１円未満は端数切捨とする。 



様式第１号（第６条関係） 

 



 



様式第２号（第７条関係） 

 



様式第３号（第８条関係） 

 



様式第４号（第８条関係） 

 



様式第５号（第９条関係） 

 



様式第６号（第11条関係） 

 



 



様式第７号（第12条関係） 

 



様式第８号（第13条関係） 

 


